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１．2022年３月期 第２四半期決算の概況
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上半期の事業環境について

市
場
環
境

• 国内経済は新型コロナウイルス感染症の影響から持ち直しの動きがみられたが、厳しい
状況が継続

• 政府建設投資は引き続き、堅調に推移

• 民間建設投資は回復傾向がみられたが、先行き不透明感が残り、厳しい競争環境が継続

国
内

• 物流系施設などの建設需要は引き続き旺盛だが、生産性の高い大規模案件の競争環境は
厳しい

• 国内現場では感染防止対策を徹底し、土木・建築ともに工事は概ね順調に進捗

海
外

• 新型コロナウイルス感染症の影響は、ワクチン接種が普及した北米やメキシコなどで改善し、
建築受注で持ち直しの動きがみられたが、東南アジアでは依然厳しい状況が継続

• ミャンマー政変による工事進捗への影響
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個別受注高 １，１８１ 億円
（前年同期比 ＋３７．１％）

決算の概況

連結営業利益 １２４ 億円

連結売上高 １，５８９ 億円
（前年同期比 ▲ １２．３％）

■ 前期受注が４Qに集中したことにより、完工高は前年同期
比では減少

■コロナ禍の影響が大きかった前年同期比では増加

■競争環境は厳しく、通期予想に対し３５．３％の進捗率

■完工高減少による減益
■国内建築の採算性改善により営業利益率は向上

連結営業利益率 ７．８ ％
（連結営業利益 前年同期比 ▲１０．２％)

建築事業

土木事業

（億円）
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【連結】経営成績

実績 期初予想 実績 前年同期比 予想比

売上高 １，８１０ １，５７０ １，５８９ △１２．３％ ＋１．２％

売上総利益 ２４１ １８８ ２２３ △７．５％ ＋１８．９％

（売上総利益率） （１３．３％） （１２．０％） （１４．１％） （＋０．７Ｐ） （＋２．１Ｐ）

販売費及び一般管理費 １０３ １０３ ９９ △３．９％ △３．８％

営業利益 １３８ ８５ １２４ △１０．２％ ＋４６．４％

（営業利益率） （７．７％） （５．４％） （７．８％） （＋０．２Ｐ） （＋２．４Ｐ）

経常利益 １２６ ７６ １１９ △５．２％ ＋５７．９％

８５ ５１ ８１ △５．３％ ＋５８．９％
(単位：億円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)

親会社株主に帰属する
四半期純利益

2021年３月期
第２四半期累計期間

2022年３月期
第２四半期累計期間
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【連結】貸借対照表

前期末
2021年３月31日

①

当第２四半期末
2021年９月30日

②

増減

②－①

流動資産 ２，６２７ ２，７４２ ２，４７７ △２６４

固定資産 ６４３ ６５１ ６５９ ＋７

資産合計 ３，２７０ ３，３９３ ３，１３７ △２５６

流動負債 1，５９４ １，７３７ １，４５５ △２８２

固定負債 ２４７ １８９ ２０５ ＋１５

負債合計 1，８４１ １，９２７ １，６６０ △２６６

純資産 1，４２８ １，４６６ １，４７６ ＋１０

負債・純資産合計 ３，２７０ ３，３９３ ３，１３７ △２５６

有利子負債（億円） ２７９ ２５２ ２７２ ＋１９

Ｄ／Ｅレシオ※（倍） ０．２０ ０．１７ ０．１９ ＋０．０１Ｐ

自己資本比率（％） ４３．４ ４３．０ ４６．８ ＋３．８Ｐ

・利益剰余金 （＋５３）
・自己株式 （△５１）
・その他有価証券評価
差額金 （＋８）

※ Ｄ/Ｅレシオ：有利子負債／自己資本（純資産－新株予約権－非支配株主持分）

・現金預金 （△３６０）
・受取手形・完成工事

未収入金等 （＋１０１）
・その他の棚卸資産

（△２６）
・その他流動資産（＋２９）

・支払手形・工事未払金等
（△８３）

・未成工事受入金（△８６）
・その他の流動負債

（△１０７）
・長期借入金 （＋１３）
・その他 （△２）

前第２四半期末
2020年９月30日

(単位：億円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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２．2022年３月期 第２四半期 個別決算の詳細
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【個別】受注高

実績 期初予想 実績 前年同期比 予想比

受 注 高 ８６，２００ １６０，０００ １１８，１８６ ＋３７．１％ △２６．１％

土木工事 ３０，１１１ ５０，０００ ３９，６０２ ＋３１．５％ △２０．８％

国 内 ２９，６７７ ４８，０００ ３９，４４７ ＋３２．９％ △１７．８％

海 外 ４３４ ２，０００ １５４ △６４．４％ △９２．３％

建築工事 ５６，０８９ １１０，０００ ７８，５８４ ＋４０．１％ △２８．６％

国 内 ５５，３３３ １０５，０００ ７２，１２６ ＋３０．３％ △３１．３％

海 外 ７５６ ５，０００ ６，４５８ ＋７５４．１％ ＋２９．２％

2021年３月期
第２四半期累計期間

2022年３月期
第２四半期累計期間

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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【個別】完成工事高・完成工事総利益

実績 期初予想 実績 前年同期比 予想比

完成工事高 １６８，９３１ １４２，０００ １４６，０２６ △１３．６％ ＋２．８％

土木工事 ６６，５８２ ６２，０００ ６３，６９９ △４．３％ ＋２．７％

建築工事 １０２，３４８ ８０，０００ ８２，３２７ △１９．６％ ＋２．９％

完成工事総利益 ２２，６４６ １６，８００ １９，９５７ △１１．９％ ＋１８．８％

（完成工事総利益率） （１３．４％） （１１．８％） （１３．７％） （＋０．３Ｐ） （＋１．９Ｐ）

土木工事 １２，０１４ １０，１００ １０，５０８ △１２．５％ ＋４．０％

（１８．０％） （１６．３％） （１６．５％） （△１．５Ｐ） （＋０．２Ｐ）

建築工事 １０，６３１ ６，７００ ９，４４８ △１１．１％ ＋４１．０％

（１０．４％） （８．４％） （１１．５％） （＋１．１Ｐ） （＋３．１Ｐ）

2021年３月期
第２四半期累計期間

2022年３月期
第２四半期累計期間

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)



9

【個別】繰越高

繰 越 高 ４６３，６２０ ４９１，３０５ ＋６．０％ ５１９，３２４

土木工事 ３２７，５１９ ３０５，４７５ △６．７％ ３２９，７１７

国 内 ３０６，０８９ ２９１，１６０ △４．９％ ３１１，６８４

海 外 ２１，４３０ １４，３１５ △３３．２％ １８，０３３

建築工事 １３６，１００ １８５，８２９ ＋３６．５％ １８９，６０６

国 内 １３０，４８６ １７６，５４１ ＋３５．３％ １８４，５１３

海 外 ５，６１３ ９，２８７ ＋６５．４％ ５，０９３

前第２四半期末
2020年９月30日

当第２四半期末
2021年９月30日 増減

前期末
2021年３月31日

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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３．2022年３月期通期の業績見通し
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下半期の事業環境に対する当社認識

国 内

海 外

完
工
・
利
益

手持工事の施工促進と下期の早いタイミングでの受注等により、完工高と利益を確保

・ 引き続き感染防止対策を徹底することで、国内工事は上半期同様に進捗するものと予測

・ 海外工事は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響が不透明な中、再中断・遅延が発生す

る可能性が残る

・ 足元の資材価格上昇を注視の上、早期手配等で原価増を回避し、現状の利益水準の維持・向

上を図る

受
注
環
境

民間工事は持ち直しの動きは見られるものの、 大型案件を中心に厳しい競争環境が
継続

・ 土木は、施工体制を勘案しつつ、大型インフラ工事や発電所の更新、高速道路リニューアル工

事などの受注を見込む

・ 建築は、早期案件形成に向けた情報量の拡大と、BIM活用によるフロントローディングの推進に

よるコスト削減と生産性向上を確実に行い、物流施設やリニューアル案件を中心に取り組みを

強化

・ 海外工事は、厳しい状況が継続すると考えられるも、国・地域によっては建築で一部持ち直し

・ 受注時採算重視の方針を堅持しながら、利益総額も念頭に、戦略的に案件を選択

今後の受注環境や感染症による先行き不透明感から、通期業績予想を据え置く



12

【連結】業績予想（通期）

2021年３月期 2022年３月期

実績 通期予想
上半期
進捗率

前期比

売上高 ３５２，１４６ ３７２，０００ ４２．７％ ＋５．６％

売上総利益 ４８，１６４ ４５，２００ ４９．４％ △６．２％

（売上総利益率） （１３．７％） （１２．２％） （ － ） （△１．５Ｐ）

販売費及び一般管理費 ２０，８０８ ２０，３００ ４８．８％ △２．４％

営業利益 ２７，３５６ ２４，９００ ５０．０％ △９．０％

（営業利益率） （７．８％） （６．７％） （ － ） （△１．１Ｐ）

経常利益 ２５，８９０ ２３，４００ ５１．３％ △９．６％

１７，１８８ １５，８００ ５１．３％ △８．１％親会社株主に

帰属する当期純利益

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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受注高（土木） 受注高（建築） 繰越高

2Ｑ（実績） 4Ｑ（実績）

2021年3月期 2022年3月期

4Ｑ（予想）2Q（実績）

【個別】受注高予想（通期）

実績 通期予想
上半期
進捗率

前期比

受 注 高 ３００，８６９ ３３５，０００ ３５．３％ ＋１１．３％

土木工事 １０１，５２７ １２５，０００ ３１．７％ ＋２３．１％

国 内 １００，９４７ １２０，０００ ３２．９％ ＋１８．９％

海 外 ５７９ ５，０００ ３．１％ ＋７６２．１％

建築工事 １９９，３４１ ２１０，０００ ３７．４％ ＋５．３％

国 内 １９５，７４７ ２００，０００ ３６．１％ ＋２．２％

海 外 ３，５９３ １０，０００ ６４．６％ ＋１７８．２％

2021年
3月期

2022年３月期

2Q（実績）

（百万円）

（百万円）

個別土木工事受注高の推移

個別建築工事受注高の推移

（百万円）

個別受注高・繰越高の推移

2021年3月期
4Q（実績） 2Q（実績） 4Q（予想）

2022年3月期

2Q（実績）
2021年3月期

4Q（実績） 2Q（実績） 4Q（予想）
2022年3月期

335,000118,186300,869
86,200

56,089

※ 以下の数式により便宜的に算出した数値です。

「2021年３月期末繰越高」＋「2022年３月期予想受注高」－「2022年３月期予想完成工事高」

※

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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実績 通期予想
上半期
進捗率

前期比

完成工事高 ３２８，１８９ ３４０，０００ ４２．９％ ＋３．６％

土木工事 １３５，９７６ １４０，０００ ４５．５％ ＋３．０％

建築工事 １９２，２１２ ２００，０００ ４１．２％ ＋４．１％

完成工事総利益 ４４，０３５ ４０，６００ ４９．２％ △７．８％

（完成工事総利益率） （１３．４％） （１１．９％） （ － ） （△１．５Ｐ）

土木工事 ２３，３０３ ２２，７００ ４６．３％ △２．６％

（１７．１％） （１６．２％） （ － ） （△０．９Ｐ）

建築工事 ２０，７３２ １７，９００ ５２．８％ △１３．７％

（１０．８％） （９．０％） （ － ） （△１．８Ｐ）

【個別】完成工事高・完成工事総利益予想（通期）

2022年３月期2021年３月期

(単位：百万円、単位未満切捨） (比率は四捨五入表示)
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４．長期ビジョン・中期経営計画（2021.3期～2023.3期）

進捗状況と資本効率の改善に向けた今後の施策
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中期経営計画の進捗状況

VISION 2030

株主価値の創造

VISION 2030

お客様価値の創造

・山岳トンネル工事の穿孔作業を完全自動化

・ＰＣa工場（３棟目）の本格稼働と生産能力増強に向けた追加設備投資

・技術研究所の大規模更新（大型振動台他）に着手

・協力会社との関係強化に向け支払い条件改善（手形払い廃止）を決定（下期から実施）

・自己株式の取得完了（100億円：2020年11月～2021年10月）

・株主還元方針の拡充を決定

・技術開発や技術研究所の施設更新等、約21億円の成長投資を実施

・ファシリティーマネジメント事業化（東北支店ビルの建替）に本格着手

・改訂CGコード対応、プライム市場選択

■2022年3月期 上半期の取り組み状況

【中期経営計画 Ｃhapter Ⅰ】

▶技術開発/イノベーション/提案力強化で安全・高品質・高生産性・低コストの実現

▶LC（ライフサイクル）サポート事業の強化でお客様に長く寄り添い、多様なニーズに即応

【中期経営計画 Ｃhapter Ⅰ】

▶安定した収益の確保（年度の受注増減に影響を受けにくい事業構造への変革）

▶創出利益の株主還元（配当他）と成長投資による企業価値向上
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中期経営計画の進捗状況

VISION 2030

環境価値の創造

VISION 2030

従業員価値の創造

・坂出バイオマス発電事業への参画（共同事業）

・太陽光PPA事業の本格参入

・TCFDの賛同表明と提言に基づく情報開示

・LCA手法を活用した、建築物の環境影響評価 (CFP)の認定

・健康経営の戦略マップとKPIを策定し、取組を推進
・女性社員向けの新寮完成

・国内作業所における４週８閉所の推進（土木９割、建築８割） ※困難現場除く

■2022年3月期 上半期の取り組み状況

【中期経営計画 Ｃhapter Ⅰ】

▶再生可能エネルギー事業への参画 ▶事業活動の脱炭素化（SBT/RE100の推進）

▶ZEB・次世代エネルギーマネジメント等の技術開発・実証と展開

【中期経営計画 Ｃhapter Ⅰ】

▶幸福感の実現（働き方や成果に応じた処遇、健康経営推進、ダーバーシティ）

▶働き方改革、多様な働き方の実現 ▶人財育成・確保（人財育成制度の拡充）
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現状の課題と今後のキャッシュアロケーションの考え方

■ 今後のキャッシュアロケーション計画（2021年10月～2023年3月）

当社は、世界経済の先行き不透明感が増し、建設事業を取り巻く環境も大きく変化する可能性が
ある中、改革をさらに加速させ、これまで以上に資本効率を高める経営を強力に推し進めていく
必要性を認識

資金原資

手元資金
300億円前後

営業CF
300億円前後

（有利子負債）

株主還元

株主還元
300億円以上

配当 100億円
自己株取得 200億円

成長/大規模投資
180億円～

成長/大規模投資
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投資計画の進捗状況

分 野 対 象
３年間の

投資見通し

投資実績
（2020年4月～
2021年9月）

エネルギー事業
•再生可能エネルギー事業（国内＆海外）
•エネルギーサービスプロバイダ事業（ＥＳＰ事業） 約５０億円 （少額）

不動産事業、
インフラ運営事業等

•保有資産（支店ビル）のファシリティーマネジメント事業
•収益物件の取得 約３０億円 約１８億円

パートナー戦略投資
•海外事業パートナーとのアライアンス
•スタートアップ企業との協業 約５０億円 （少額）

イノベーション投資、
技術開発投資等

•技術開発投資（生産性向上、低コスト、短工期等）
•技術研究所の施設更新
•ＰＣａ工場の増設（３拠点目）と設備増強
•ベンチャーキャピタル投資（ＶＣ投資）

約１２０億円 約５２億円

総額 約２５０億円 約７０億円

■期末までに実施予定の主な投資見通し等

坂出バイオマス発電事業への参画、東北支店FM事業の本格着手、VC・スタートアップ企業への投資

■第２四半期までの主な投資実績

技術開発（DX推進、生産性向上等）への投資、太陽光PPA分野への参入、技術研究所の施設更新

■ 中期経営計画期間 ３か年（2021.3期～2023.3期）の投資計画と予実績
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● 当社は、四国電力、プロミネットパワー （東京ガス100％出資子会社）、イーレックス、新光電装および坂出郵船組と、木質
バイオマス発電事業を共同で実施

● 香川県坂出市の港湾地区約4.4万平方メートルの敷地に、国内最大級となる出力約7万5千kWのバイオマス発電所を建設

● 海外から輸入する木質ペレットを燃料として発電

● 2022年11月に着工し、2025年6月に営業運転開始予定

● 再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT制度）を利用し、発電する電気の全量を四国電力送配電株式会社へ売電

● 年間発電量は一般家庭約17万世帯に相当する約5.3億kWhを想定し、年間約24万トンのCO2排出削減効果を見込む

成長投資の事例紹介

坂出バイオマス発電事業の共同実施

発 電 所 名 坂出バイオマス発電所

建 設 予 定 地 香川県坂出市林田町（約4.4万平方メートル）

事 業 主 体 坂出バイオマスパワー合同会社

出 資 会 社
四国電力：36％、安藤ハザマ：20%、
プロミネットパワー：15%、イーレックス：14%、
新光電装：10%、坂出郵船組：5%

発 電 出 力 約7万5千kW

年 間 発 電 量 約5.3億kWh

使 用 燃 料 木質ペレット（年間約32万トン）

売 電 単 価 24円/kWh（再生可能エネルギー固定価格買取制度を活用）

予 定 工 期
着 工：2022年11月（準備工事の開始：2022年4月）
営業運転：2025年 6 月

〇 建設予定地                        〇 発電所イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県 

徳島県 

高知県 
愛媛県 

坂出市林田町 冷却塔 
ボイラ 

燃料貯蔵用コンテナ 

タービン発電機 

再生可能エネルギー事業等 環境価値の創造



21

中期経営計画における株主還元方針の拡充

※ 2021年4月～10月までの取得済５１億円を含む

■ 2022年３月期から2023年３月期まで（２期間）の株主還元方針

変更前

総還元性向５０％以上

2023年3月期
（計画最終期）

変更後

総還元性向
２期累計で１００％以上

（還元総額350億円以上）

自己株式取得 ２期累計で２５０億円以上（※）

配当
年４０円

（2021年3月期の年３０円より１０円増配）

自己株式消却
１９,３２２,２００株

（消却前の発行済株式の総数に対する割合９．６４％）
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今後の株主還元施策

■ 自己株式の取得 （2021年11月11日決議分）

■ 自己株式の消却

①消却対象株式の種類 普通株式（2020年２月以降に取得した分）

②消却する株式の総数 １９，３２２，２００ 株

（消却前の発行済株式の総数に対する割合 9.64％）

③消却予定日 2021年11月30日

①取得対象株式の種類 当社普通株式

②取得し得る株式の総数 １７,０００,０００ 株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 9.43 ％）

③株式の取得価額の総額 １００億円（上限）

④取得期間 2021年11月15日～2022年５月13日

⑤取得方法 取引一任契約に基づく市場買付

■ 配当

中間配当 期末配当 年間配当

１５円⇒２０円実績 １５円⇒２０円予想 ３０円⇒４０円予想
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総還元性向の推移と見通し

【参考】

中期経営期間中における

自己株式取得状況

①取得期間

2020年11月16日～2021年10月4日

②取得した株式の総数

１２，６０５，６００株

③株式の取得価額の総額

９,９９９,９２８,０００円

うち、2022年3月期取得分

５,０６５,２５２,９００円※

※左記グラフの2022年3月期予想の自己株買い/株は、
上記の2022年3月期取得分を２Q期中平均株数で除し
た金額を使用
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長期的に目指すべきバランスシートの方向性

うち有利子負債
273億円

うち手元流動性

932億円

純資産

1,476億円

負債
1,660億円

総資産
3,137億円

うち有利子負債

純資産

負債

総資産

うち手元流動性
活用

圧縮

維持

① 手元流動性の圧縮

② 自己資本の維持

③ 有利子負債の活用

自己資本＝４６．８％ 自己資本＝４０％前後へ

22/3期 ２Q末 実績 目指すべきＢ/Ｓ

① 手元流動性の圧縮 ② 自己資本の維持 ③ 有利子負債の活用 により、
更なる資本効率化を目指し、資本コストを意識したバランスシート経営を長期で実現

■ 目指すべきバランスシートの方向性
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５．ＣＧ等強化に向けた具体的な取り組みの変遷と
改訂ＣＧコードへの対応状況
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ＣＧ等強化に向けた具体的な取り組み

■ ＣＧコード、投資家対応およびＥＳＧ関連に関する取り組み
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改訂ＣＧコードへの対応状況

■ TCFDに基づく情報開示

■ 英文開示の充実

2021年08月 賛同表明、「TCFDコンソーシアム」に参画

2021年10月 TCFDに基づく情報開示

環境対応へのガバナンス強化として、「環境戦略委員会」設置

2021年11月 E･S関連の情報として、コーポレートレポート（統合報告書）の英文掲載

2021年12月（予 英語版ウェブサイトのリニューアル

改訂CGコードに対応し、より高い水準のガバナンスを求められるプライム市場を選択。
継続的なガバナンスの向上に努め、ステークホルダーの信頼と期待に応える企業を目指す。

「プライム市場」を選択申請
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本資料はIRのためのスライド集であり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを

目的としたものではありません。

本資料は株式会社 安藤・間の事業および業界動向についての株式会社 安藤・間による

現在の予定、推定、見込みまたは予想に基づいた将来の展望についても言及しています。

これらの将来の展望に関する表明は、様々なリスクや不確実性を含んでおります。


